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道営住宅等の指定管理者公募要項 

 

 北海道（以下「道」という。）は、道営住宅及び共同施設（以下「道営住宅等」という。）を適切

で効率的に維持・管理を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及

び北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年北海道条例第８９号。

以下「指定手続条例」という。）第２条並びに北海道営住宅条例（平成９年北海道条例第１１号）第

６３条の規定に基づき、次により指定管理者を公募します。 

 

第１ 公募の内容 

  １ 道営住宅等の概要 

区分 地区 団地数 管理戸数 駐車場区画数 備考 

１ 空知 夕張市 4 145 105 ・公募単位は左記の42区分ご

ととします。 

 

・団地数、管理戸数及び駐車場 

区画数は令和９年（2026年）  

４月１日(予定)のものです。 

 

・道営住宅等の施設内訳及び

詳細は「道営住宅等の管理に

関する協定書（案）」（以下「協  

定書（案）」という。）別記１  

に定める「対象施設」に示す 

とおりです。 

 

・指定期間中に増減する道営

住宅等についても指定管理業

務の対象施設に含めます。 

 

 

 

 

 

２ 空知 岩見沢市 9 542 370 

３ 空知 美唄市 3 209 209 

４ 空知 芦別市 2 84 102 

５ 空知 赤平市 3 128 94 

６ 空知 三笠市 1 21 21 

７ 空知 滝川市 4 296 185 

８ 空知 砂川市 ３ 145 145 

９ 空知 深川市 ２ 114 114 

１０ 空知 南幌町 １ 60 60 

１１ 空知 沼田町 １ 53 53 

１２ 
石狩 

(札幌圏) 

札幌市 30 5,101 3,749 

江別市 ５ 1,346 1,378 

北広島市 ５ 1,036 505 

石狩市 ４ 527 532 

小計 44 8,010 6,164 

１３ 
石狩 

(千歳恵庭圏) 

千歳市 １ 150 135 

恵庭市 １ 54 54 

小計 ２ 204 189 

１４ 後志 小樽市 15 1,139 919 

１５ 後志 倶 知 安 町 4 129 129 

１６ 後志 岩内町 ２ 124 60 

１７ 後志 余市町 ２ 27 27 

１８ 
胆振 

(室蘭圏) 

室蘭市 ９ 531 278 

登別市 ６ 431 431 

伊達市 ７ 214 214 

小計 22 1,176 923 

１９ 胆振 苫 小 牧 市 ６ 781 596 

２０ 日高 浦河町 １ 60 60 

２１ 日高 新ひだか町 ２ 77 77 

２２ 
渡島 

(函館圏) 

函館市 25 1,705 1,529 

北斗市 ５ 256 266 

七飯町 ２ 94 104 

小計 32 2,055 1,899 

２３ 渡島 木古内町 １ 39 39  

 

 

 

 

 

２４ 檜山 江差町 ２ 108 108 

２５ 上川 旭川市 ９ 1,142 647 

２６ 上川 名寄市 ３ 147 123 

２７ 上川 富良野市 １ 72 72 

２８ 上川 士別市 １ 60 60 

２９ 留萌 留萌市 ６ 316 316 

３０ 留萌 苫前町 １ 36 36 
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３１ 宗谷 稚内市 ３ 172 168  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３２ オホーツク 北見市 ９ 511 428 

３３ オホーツク 網走市 ７ 488 485 

３４ オホーツク 紋別市 ３ 105 98 

３５ オホーツク 美幌町 ２ 84 81 

３６ オホーツク 斜里町 １ 36 36 

３７ オホーツク 遠軽町 １ 46 46 

３８ 
十勝 

(帯広圏) 

帯広市 11 827 779 

音更町 １ 64 60 

幕別町 ４ 293 293 

小計 15 1,184 1,132 

３９ 十勝 鹿追町 １ ５ ５ 

４０ 
釧路 

(釧路圏) 

釧路市 12 1,001 788 

釧路町 １ 72 72 

小計 13 1,073 860 

４１ 根室 根室市 ３ 185 185 

４２ 根室 中標津町 ３ 125 125 

 

 ２ 業務の内容 

  （１）業務の範囲 

    指定管理者が行う道営住宅等の設置目的に沿った適切で効率的な維持・管理に関する業務

（以下「本業務」という。）の範囲は、「協定書（案）」別記３に示す「業務の範囲」のとお

りとします。ただし、借上道営住宅エルム北２６条団地（所在地：札幌市、管理戸数４０戸、

施設の詳細については、「協定書（案）」別記１に示す「対象施設」のとおり）については、

指定管理者は「借上道営住宅エルム北２６条団地維持管理に関する要求水準書」に基づき指定

管理業務を行うこととし、これに定めがない事項については、「協定書（案）」により業務を

行うこととします。 

   なお、次に掲げる道の権限の行使に当たるものは、指定管理者の業務から除きます。 

① 家賃及び駐車場使用料の決定に関する業務 

② 入居許可や減免承認など、各種申請に基づく許可や承認などの決定に関する業務 

③ 訴訟など法的措置に関する業務 

  （２）その他 

    道に代わり指定管理者が行ったほうが入居者サービスの向上及び経費の節減が図られる場

合、指定管理者は道と協議の上、「業務の範囲」以外の業務を実施することができるものと

します。 

 

 ３ 指定期間 

   令和９年（2027年）４月１日から令和 1４年（2032年）３月３１日までの５年間とします。 

   なお、指定期間は、令和８年第４回北海道議会定例会の議決（令和８年（2026年）12月予 

定）を経て決定します。 

 

 ４ 本業務に必要な費用 

   指定管理者の業務に必要な経費（以下「管理経費」という。）は、次により道が負担金として

支払います。 

  （１）管理経費の支払方法等 

    道が指定期間中に支払う管理経費の支払方法及び時期等は、「協定書（案）」に示すとおり

とします。 

  （２）管理口座及び区分経理 
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    本業務に係る管理経費は、指定管理者の他の会計と区分し、独立した口座で管理するととも

に、経理に関しても区分して整理するものとします。 

 

第２ 本業務の実施条件 

 １ 管理の考え方 

   本業務の実施に当たっては、公営住宅法（昭和３０年法律第１９３号）や北海道営住宅条例を 

はじめとした「協定書(案)」別記２で示す関係法令等を遵守し、道営住宅等の設置目的に即した 

   施設の効用を最大限に発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うものとします。 

 

 ２ 基本的な事項 

   指定管理者が指定期間中において本業務を遂行するために必要となる基本的事項は、次に掲げ 

るとおりとし、詳細は「協定書（案）」及び「道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書」 

（以下「要求水準書」という。）をご覧ください。 

  （１）業務の執行体制の確立 

    指定管理者は、本業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制 

確立するとともに、入居者からの各種申請や問い合わせ等に迅速かつ的確に対応するため、常

設窓口を開設するものとします。 

  （２）指定管理者の業務時間 

    平日（土・日曜及び祝日を除く）は８時４５分から１７時３０分までとします。ただし、緊 

急の修繕に関する業務は、土・日曜及び祝日を含めた２４時間の対応とします。 

  （３）関係法令等の習得及び個人情報の保護 

    本業務に従事する職員は、業務開始前までに公営住宅法や北海道営住宅条例をはじめとした 

すべての関係法令等を習得するとともに、業務開始後も、関係法令等の改正のほか、管理上の 

各種取扱通知等に的確に対応するものとします。 

    また、指定管理者は、本業務の遂行上知り得た個人情報を個人情報の保護に関する法律（平成

15年法律第57号）等に基づき、適正に取り扱うものとします。 

  （４）公金の収納管理 

    指定管理者は、入居者等から徴収する家賃や駐車場使用料等の公金を適切に収納し管理する 

ための体制を確保するものとします。 

  （５）管理経費の執行管理 

    指定管理者は、本業務の実施に当たり、道が支払う管理経費を適切に執行管理するための

体制を確保するものとします。 

  （６）情報公開の取扱い 

    北海道情報公開条例（平成１０年北海道条例第２８号）に基づき、公の施設の管理に関して

保有する文書の公開に努めるとともに、住民からの情報開示の申出に適切に対応するものとし

ます。 

  （７）秘密の保持 

    指定管理者の役員等は、施設の管理に係る業務に関し、知り得た秘密を漏らし、又は自己の

利益のために使用することはできません。なお、指定期間が終了した後も同様とします。 

  （８）著作権等の取扱い 

    本業務の処理に伴い著作権その他の権利が生じたときは、道に帰属するものとします。 

 

 ３ 管理の目標及び要求水準 

   指定管理者は、指定期間中における本業務の実施において、次に掲げる管理の目標及び要求 

を達成するものとします。詳細は「要求水準書」をご覧ください。 
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  （１）緊急時の対応に関する目標及び水準 

    夜間や休日等に発生する緊急的な修繕のほか、自然災害や事故など、入居者の生活に重大な

影響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧・安全対策のために必要

な措置を速やかに講じるものとします。 

  （２）公募業務に関する目標及び水準 

    住宅困窮者に対する入居機会を適切に提供するとともに、空家期間の短縮による効率的な管

理運営を図るものとします。 

  （３）入居管理業務に関する目標及び水準 

    入退去などの各種手続や修繕への迅速な対応など、入居者の利便性を確保するとともに、発

生する業務の適時適切な処理を図るものとします。 

  （４）施設管理業務に関する目標及び水準 

    入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕や保守点検など施設管理を的確に行うと

ともに、管理経費の適切かつ効率的な執行を確保するものとします。 

 

第３ 適切な管理の確保に関する事項 

   本業務の実施に当たり、指定期間中における適切な管理業務の遂行を確保するために必要な協 

定事項は、次のとおりとします。詳細は「協定書（案）」をご覧ください。 

 

 １ 年次業務計画書等の提出 

   指定管理者は、「第２ 本業務の実施条件」に定める事項の実現を図るため、指定期間中におい 

て実施する本業務の具体的な内容や取組等を記載した「協定書（案）」別記７の「年次業務計画 

書等」を指定期間の各年度ごとに作成し、事業開始の前年度の２月末までに道へ提出して承認を 

受けるものとします。ただし、指定期間の最初の年度にあっては、協定の締結後、速やかに道へ 

提出するものとします。 

 

 ２ 業務の一括委託の禁止 

   指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなりません。ただし、 

業務の一部について、あらかじめ道の承諾を得た場合は、この限りではありません。 

 

 ３ 報告書の提出及びモニタリング等の実施 

   道及び指定管理者は、指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確 

保するため、次のとおりモニタリング等を実施します。 

   道は、その結果に基づき、指定管理者に対し、業務の改善その他必要な指示等を行うものとします。 

  （１）定期報告 

    指定管理者は、実施した本業務の処理状況等について、報告書（事業報告書及び四半期業務 

報告書）を作成し、道に提出していただきます。 

 なお、事業報告書に記載する「管理の目標」のうち、未達成のものについては、自己評価を 

付して提出するものとし、道は、指定管理者から提出を受けた事業報告書の自己評価に対して、 

評価及び指導対応状況を付記して公表します。 

  （２）状況確認及び意見交換 

    道は、定期又は随時に、指定管理業務の実施状況について、現地での確認及び意見交換等を

行います。 

  （３）利用者満足度調査の実施 

    道は、入居者の利便性の向上等の観点から、指定期間中にアンケート等による「利用者満足 

度調査」を実施し、入居者の満足度や意見・苦情等を聴取します。なお、その結果は指定管理 
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者に通知し、必要に応じ業務改善等の指示を行います。 

 

 ４ 指定の取消 

   道は、指定管理者が業務の改善その他必要な指示等に正当な理由なく従わない場合は、指定手 

続条例及び「協定書（案）」の規定に基づき、指定を取り消すことができるものとします。 

 

 ５ 原状回復 

   指定管理者は、指定期間が終了したときや指定を取り消されるなどしたときは、速やかに自己 

の責任及び費用により道営住宅等を原状に回復するものとします。ただし、道の承認を得たとき 

は、この限りではありません。 

 

 ６ リスク分担 

   道と指定管理者のリスク分担は、別紙１「リスク分担表」のとおりとします。ただし、別紙１ 

に定める事項で疑義がある場合又は別紙１に定めのないリスクが生じた場合は、道と指定管理者 

が協議して決定します。 

 

 ７ 準備期間中の業務 

   指定管理者は、業務開始までの準備期間中に、現在、道営住宅の業務を行っている指定管理 

者からの業務引継と、指定管理者内における研修等、令和９年（2027年）４月１日から円滑に 

業務ができるよう、万全の準備を進めてください。 

   なお、準備にかかる経費については、指定管理者の負担とします。 

 

第４ 指定管理者の申請の手続 

 １ 申請の要件 

   指定管理者に申請できる者は、指定期間中に、道営住宅等の設置目的に即した施設の効用を最 

大限発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うことができる単独団体又は複数の団体が連合し 

て構成される団体（以下「連合体」という。）であり、次に掲げる申請資格を満たすものであっ 

て、欠格事項に該当しないものとします。 

   なお、団体とは、法人格を有する団体及び法人格を有しないが、団体としての規約を有し、か 

つ、代表者の定めがあるものをいいます。 

  （１）申請資格 

    申請者は、申請しようとする地区（圏域又は市町）又は申請しようとする地区内のすべての

団地まで１時間以内の範囲（概ね５０km程度）に事務所又は事業所を有する法人その他の団体

であることを要件とします。連合体にあっては、構成団体の全てが、道内に事務所又は事業所 

を有することとし、さらに構成団体のいずれかが、申請しようとする地区又は申請しようとす

る地区内の全ての団地まで１時間以内の範囲（概ね５０km程度）に事務所又は事業所を有する

こととします。 

    ただし、１時間以内の範囲は、同一振興局管内とし、また、圏域で募集する地区で、振興局

在地が含まれる場合は、振興局所在市町に事務所又は事業所を有することも要件とします。 

    また、道立施設の管理を目的として、道から基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受けて

いないことを要件とします。 

    なお、申請資格の確認基準日は、原則として当該申請の日とします。 

  （２）欠格事項 

    北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１６年北海道

規則第１２５号。以下「指定手続規則」という。）第５条各号のいずれかに該当する団体（連
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合体の場合は、構成団体のいずれかが次の各号のいずれかに該当するもの）は、選定の対象外

とします。 

    なお、欠格事項の確認基準日は申請期間終了後、道営住宅指定管理者候補者選定委員会（以

下「選定委員会」という。）において申請資格などの審査（申請の形式的な要件に係る審査）

を行う日とします。 

① 当該団体の責めに帰すべき事由により、道又は他の地方公共団体から指定管理者の指

定を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない団体 

② 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに

該当する者がある団体 

      ア 本業務を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者 

      イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

      ウ 道における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正

の利益を得るために連合した者 

③ 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人 

④ 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にある法人 

      ア 道の知事 

      イ 道議会の議員 

  （３）負担金限度額 

    道が、指定期間における「協定書(案)」別記１に定める対象施設の指定管理業務に係る費用

を負担するため、指定管理者に支払う負担金の総額は次の表の金額を限度とします。なお、消

費税及び地方消費税を含みます。（積算内訳は別紙２のとおり） 

（単位：千円） 

区分 地区 負担金限度額の総額  区分 地区 負担金限度額の総額 

１ 空知 夕張市 67,311  

22 
渡島 

(函館圏) 

函館市 

879,293 ２ 空知 岩見沢市 189,102  北斗市 

３ 空知 美唄市 109,762  七飯町 

４ 空知 芦別市 46,427  23 渡島 木古内町 24,139 

５ 空知 赤平市 50,836  24 檜山 江差町 52,016 

６ 空知 三笠市 9,476  25 上川 旭川市 437,787 

７ 空知 滝川市 87,576  26 上川 名寄市 65,454 

８ 空知 砂川市 63,550  27 上川 富 良 野 市 26,674 

９ 空知 深川市 47,632  28 上川 士別市 21,112 

10 空知 南幌町 32,456  29 留萌 留萌市 152,746 

11 空知 沼田町 24,003  30 留萌 苫前町 13,035 

12 
石狩 

(札幌圏) 

札幌市 

3,012,707 

 31 宗谷 稚内市 64,780 

江別市  32 オホーツク 北見市 188,597 

北広島市  33 オホーツク 網走市 233,164 

石狩市  34 オホーツク 紋別市 47,402 

13 
石狩 

(千歳恵庭圏) 
千歳市 

115,406 
 35 オホーツク 美幌町 36,728 

恵庭市  36 オホーツク 斜里町 11,367 

14 後志 小樽市 453,771  37 オホーツク 遠軽町 13,135 

15 後志 倶 知 安 町 50,680  

38 
十勝 

(帯広圏) 

帯広市 

496,215 16 後志 岩内町 38,700  音更町 

17 後志 余市町 9,180  幕別町 

18 
胆振 

(室蘭圏) 

室蘭市 

455,168 

 39 十勝 鹿追町 8,033 

登別市  
40 

釧路 
(釧路圏) 

釧路市 
468,371 

伊達市  釧路町 

19 胆振 苫 小 牧 市 296,072  41 根室 根室市 86,661 

20 日高 浦河町 21,676  42 根室 中 標 津 町 47,557 

21 日高 新ひだか町 34,968      

   ※負担金の額は管理戸数の増減により次の計算式により年度毎に変更する。 
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    なお、令和９年度（2026年度）における管理戸数の増減に係る修繕費等については、負担

金限度額に反映しています。 

    変更後負担金＝指定管理者の当初積算額（修繕費等以外）＋｛道の変更後積算額（修繕費等）

×指定管理者の当初積算額（修繕費等）÷道の当初積算額（修繕費等）｝ 

修繕費等：法定更新費、経常修繕費、退去修繕費、保守点検費、維持管理費の合計額とする。 

 

   ※申請者は、申請書に添付する「業務収支計画書（様式６）」において、所定の欄に、上記の 

額の範囲内で、道が支払う管理経費の総額を記載してください。消費税率は 10%として積算

してください。 

 

   ※負担金限度額の総額には指定管理者が自治会に支払う駐車場管理業務自治会委託料が含ま 

れています。（駐車場区画数×260円／月×12ヵ月×５年間） 

  （４）費目間の流用等 

    ①各年度の負担金の費目間の流用については、業務収支計画書(様式６)の各費目毎のそれぞ

れ 20％の額の範囲内において、道の承認を得た上で他費目に繰り入れることができます。 

    ただし、20％に相当する額が 30,000千円以上であるときは 30,000千円までとします。 

    ②各年度終了後、負担金に 200千円以上の余剰金が生じた場合は、その金額を翌年度の修

繕費等（経常修繕費又は退去修繕費）に繰り入れるものとします。（千円未満切り捨て。） 

    ただし、最終年度は除きます。 

    なお、管理戸数の増減等による負担金の変更後についても同様とします。 

  （５）家賃収納業務に伴う報奨金等 

    各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃及び駐車場使用料

の収納率（以下「実績収納率」という。）が、「要求水準書」２の（５）の①に定める率

（以下「目標収納率」という。）を上回った場合には、次の方法により算定した金額を「報

奨金」として指定管理者に支払います。 

    また、実績収納率が道が定める率（以下「納付基準率」という。）を下回った場合には、次

の方法により算定した金額を「納付金」として道に納付していただきます。 

    ただし、指定期間の最終年度においては、各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）ではなく、 

年度末時点（３月末）での収納率により上記取扱いを行うものとします。 

① 収納率等 

ア 目標収納率 99.00％（ただし、最終年度は３月末時点 96.50%） 

イ 支給基準率 98.50％（ただし、最終年度は３月末時点 95.50％） 

ウ 納付基準率 98.00％（ただし、最終年度は３月末時点 95.50％） 

② 算定方法 

報奨金及び納付金は、次により算定するものとします。 

なお、実績収納率の算定に当たっては、小数点第３位以下を切り捨て、小数点第２位まで

とします。 

また、報奨金及び納付金の算定に当たっては、千円未満を切り捨てるものとします。 

Ａ＝現年度の最終家賃又は駐車場使用料調定額 

Ｂ＝実績収納率 

Ｃ＝支給基準率 

Ｄ＝納付基準率 

○ 報奨金    

ア 収納率が 99.50%以上の団体 A×（B－C）×11％＝報奨金支給額 

イ 収納率が 99.00%以上、99.50%未満の団体 A×（B－C）×10％＝報奨金支給額 

○ 納付金   A×（Ｄ－Ｂ）×10％＝納付金納付額 
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③ 算定例 

例１）報奨金 
現年度の最終家賃調定額 534,582千円・・・(A) 
実績収納率 99.62％・・・(B) 
支給基準率 98.50％・・・(C) 
534,582千円×(99.62％－98.50％)×11％＝658,605≒658,000円 
※道から指定管理者に対し、報奨金として 658千円を支払います。 

例２）報奨金 
現年度の最終駐車場使用料調定額 59,812千円・・・(A) 
実績収納率 99.40％・・・ (B) 
支給基準率 98.50％・・・ (C) 
59,812千円×(99.40％－98.50％)×10％＝53,830≒53,000円 
※道から指定管理者に対し、報奨金として 53千円を支払います。 

例３）納付金 
現年度の最終家賃調定額 256,096千円・・・(A) 
実績収納率 96.32％・・・(B) 
納付基準率 98.00％・・・(D) 
256,096千円×(98.00％－96.32％)×10％＝430,241≒430,000円 
※指定管理者から道に対し、納付金として 430千円を納付していただきます。 

 

  （６）その他の要件 

    ① 同一地区に対して複数の申請をすることはできません。なお、単独で申請した団体が、

他の連合体の構成団体として申請する場合や、連合体として申請した構成団体が、単独で、 

又は他の連合体の構成団体として同一地区に対して申請する場合も、複数の申請とみなし

ます。 

    ② 同一団体が複数の地区に対して申請することができることとします。ただし、１つの申 

請で複数地区に対する申請とすることはできません。複数地区に対して申請する場合は、 

１地区について１つの申請とします。 

    ③ 申請後に、連合体の代表団体を変更し、又は構成団体の全部若しくは一部を変更するこ

と（特定の構成団体を除外し、又は新たな団体を追加する場合を含む。）は、原則として

認めません。 

ただし、申請受付期間内に構成団体の一部が欠格事項に該当することとなった場合な

ど、特別な事情により道がやむを得ないと認めた場合で、道が指示する申請書及び添付書

類（以下「申請書類」という。）の補正等を行った場合に限り、変更することができるも

のとします。 

    ④ 申請その他の指定手続（協定の締結を除く。）は、申請者である団体の代表者又は代表

者から権限の委任を受けた当該団体の職員等が行うものとします。 

    ⑤ 申請書類は、次に掲げる要件のいずれも満たしていることとします。 

ア 道営住宅等の指定管理者公募要項（以下「公募要項」という。）に定める申請受付期

間、提出先及び提出方法に適合していること。 

イ 記載事項に不備がないこと。 

ａ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合していること。 

ｂ 記載すべき事項が全て記載されていること。 

ｃ 虚偽の内容が記載されていないこと。 

    ⑥ 申請者は１級建築士（専任又は兼任の別を問わない。）及び防火管理者の資格を持つ 

     ものを配置できること。 

なお、連合体の場合にあっては、構成団体のいずれかに配置できることとします。 

    ⑦ 公租公課に未納、滞納が無いこと。 

    ⑧ 健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行していること。(加入義務がない場合を除く。) 
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 ２ 申請手続等 

  （１）提出部数 

    申請書類は、原本１部、副本５部(様式５・６のみ)とします。 

  （２）申請書類提出一覧 

 

 

 

  

法人 その他 法人 その他

○ ○ ○ 指定手続規則第1号様式

団体概要書 ○ ○ ○ ○
設立趣旨、事業内容の概要を説明した資料（パンフレット
等団体の概要がわかる資料があれば、併せて提出）（様式
１）

コンソーシアム構成表 ○ 遂行体制及び役割分担を明記（様式２）

委任状 ○ ○ （様式３）

定款・寄付行為 ○ ○ （様式９）

コンソーシアム協定書 ○

規約その他団体の目的、組織及び運営の方
法を明らかにする書類

○ ○ ○
規約その他団体の目的、組織及び運営の方法（事務所、資
産に関する規定、代表者の任免に関する規定等）を記載し
た書類

代表者の身分証明書及び住民票の写し ○ ○ ○ ○ ○

申請日前3ヶ月以内に取得したもの
代表者が外国人である場合にあっては、在留カードの写し
住民票の写しは記載事項が省略されておらず、個人番号
（マイナンバー）は記載しないこと。

法人の登記事項証明書 ○ ○ 申請日前３か月以内に取得したもの

団体の名称及び本店または主たる事業所
の所在地を証明する書類及び申請しようと
する地区等に事務所又は事業所を有して
いることを証明する書類

○ ○ ○ ○ 登記簿謄本や会の規則など所在地がわかるもの

役員名簿 ○ ○ ○ ○ 役職、氏名、現住所及び生年月日を記載したもの

印鑑証明 ○ ○ ○ ○ 申請日前３か月以内に取得したもの

施設の管理運営を行う上で必要な資格へ
の対応を記載した書面

1級建築士及び防火管理者の資格の写し、当該有資格者
の雇用が確認できる書面(様式任意)

○ ○
○

（構成員の連名）
欠格事項等に該当しないことの誓約（様式４）

事業報告書、収支計算書、貸借対照表、財
産目録その他財務の状況を明らかにする
書類

○ ○ ○ ○
申請日の属する事業年度の前事業年度分
新たに設立する法人または設立初年度の法人にあって
は、収支予算書またはこれに準ずる書類

道税に滞納がないことの証明書
消費税及び地方消費税に未納がないこと
の証明書（国税通則法施行規則別紙第８号
書式その３）

○ ○ ○ ○

申請日前３か月以内に取得したもの
新たに設立する法人または設立初年度の法人にあって
は、添付不要
道に納税義務がない場合は、本店等が所在する都府県の
事業税に滞納がないことの証明書を添付する。
納税義務がないため、納税証明書が発行されない場合
は、誓約書にその旨を記載すること。

健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行
している事実を証する書面（写し可）

○ ○ ○ ○

①納入告知書
②資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書
③適用通知書
など加入状況が確認できる書類

雇用保険の届出義務を履行している事実
を証する書面（写し可）

○ ○ ○ ○

①保険関係成立届
②領収済通知書
③概算・確定保険料申告書（控）
など加入状況が確認できる書類

社会保険等適用除外申出書 ○ ○ ○ ○
健康保険・厚生年金保険、雇用保険の加入義務が無い場
合（様式10）

○ ○ ○ （様式５）

○ ○ ○ （様式６）

○ ○ ○ ○
該当がある場合（様式任意）
他の申請書類で確認できる場合は不要

備考

誓約書

指定管理者指定申請書

申請資格を有することを証する書類

団体の財務の状況等に関する次の書類

構成員

団体の区分

コンソーシアム
単独の団体

コンソーシアム

業務計画書

収支計画書

道内中小企業等あって、申請地区が属する振興
局管内にある営業所等における集合住宅等の
管理実績があることを証する書面

種類
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  （３）申請書の作成 

    申請者は「指定管理者申請様式集」（以下、「申請様式集」という。）に基づき申請書の作

成を行うものとします。 

  （４）申請書の提出 

    申請者は、申請書類を次の提出日時までに郵送（書留郵便に限る。）により提出してくださ

い。 

    ① 提出期間 

令和８年（2026年）7月 7日（火）から令和８年（2026年）9月 7日（月）まで 

    ② 提出場所 

〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 

 北海道庁９階建設部住宅局住宅課住宅管理係 

    ③ その他 

・郵送による受付は、提出期間の最終日の午後５時到着分までとします。 

・「申請書類提出一覧」に示された書類の添付がない場合は、失格となる場合があります。

・道が必要と認めた場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

 

 ３ 申請に当たっての留意事項 

  （１）道の公表する資料、付属資料及び質問に対する回答は、公募要項と一体のものとして扱う 

ものとします。 

  （２）申請書類の取扱い 

① 申請者から提出された一切の応募書類の内容の変更、差し替え、撤回することはできま 

せん。 

ただし、申請資格を失ったとき、欠格事項に該当することとなったとき、その他申請書

類の記載事実（事務所の所在地等）に変更があったときは、速やかに「申請様式集」様式

８「申請書記載事実変更届」により届け出てください。 

② 申請書類は、審査のため選定委員会の委員に配付します。また、提出された申請書類は

理由の如何を問わず返却しません。 

③ 道が提示する資料等の著作権は道及び作成者に帰属し、申請者の提出する申請書類の著

作権は申請者に帰属します。なお、指定手続の経過及び指定結果の公表等のため必要と認

めるときは、道は提出書類の一部又は全部を無償で使用することができることとします。 

④ 申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利の対象となっている業務手法等を用いた結果生じた事

象に係る責任は、すべて申請者が負うものとします。 

  （３）公正な手続等を妨げる行為 

① 本業務の指定管理者に係る指定手続における公正な手続を妨げる行為又は不正の利益 

を得るため連合する行為について情報があったときは、手続の執行を延期し、又は事情聴 

取を行うことがあります。なお、選定の決定又は指定においてこのような事実があったと 

認められるときは、決定又は指定を取り消すことがあります。 

② 道が必要と認めたときは、指定の手続を延期し、中止し、又は取り消すことがあります。 

  （４）選定又は指定の対象からの除外等 

申請者が次に掲げる事項に該当したときは、その者を選定又は指定の対象から除外し、又は 

選定の決定若しくは指定を取り消す場合があります。 

① 選定委員会の委員又は本業務に従事する道職員若しくは本件関係者に対し、本件応募に

ついて不正に接触する行為、その他の公正な手続を妨げる行為の事実が判明した場合 

② 本件応募について不正な利益を得るために連合した場合 

③ 申請書類等に虚偽の記載があった場合 
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④ 複数の業務計画書又は収支計画書を提出した場合 

⑤ 申請資格を満たしていないこと又は欠格事項に該当することが判明した場合 

⑥ 申請者による業務遂行が困難であると判断される事実が判明した場合 

⑦ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として本業務を行うこと

について相応しくないと道が認めた場合 

⑧ その他不正な行為があったと道が認める場合 

  （５）不正行為情報への対応 

上記（４）の①又は②の行為に関する情報があったとき、その他道が必要と認めたときは、

指定の手続を延期し、中止し、取り消し、又は事情聴取を行うことがあります。 

  （６）申請の取下げ 

申請書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに「申請様式集」様式７「指定管理者指定 

申請辞退届」により届け出てください。 

  （７）費用の負担 

申請の手続に必要な費用は、申請者の負担とします。 

  （８）使用する言語及び単位 

申請書類及びその他指定の手続並びに本業務に関して使用する言語は日本語とし、使用する 

単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とします。 

  （９）道が公表した資料等の取扱い 

道が公表した資料等は、当該申請に係る検討以外の目的で使用してはならないものとしま 

す。 

  （10）「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」が令和２年（2020年）６月 19日に公 

布されており、道営住宅における本業務を実施する場合は、本法令に基づき国土交通大臣

の登録が必要になる場合があります。 

なお、当該登録については、本法令の施行（登録制度開始）から１年間の移行期間が 

設けられています。詳細については国土交通省北海道開発局建設産業課にお問い合わせ 

願います。 

 

第５ 指定手続等のスケジュール 

 １ スケジュール 

指定管理者の公募から業務開始までのスケジュールは、おおむね次のとおりです。 

内容 日程（予定） 

① 申請受付及び以下に定める資料（以下「公募要項等」という。）

の公表の期間 

・道営住宅等の指定管理者公募要項 

・対象施設 

・業務の範囲 

・道営住宅等の管理に関する協定書（案） 

・道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書 

・指定管理者申請様式集 

・道営住宅等の指定管理者候補者選定基準等（以下「選定基準」という。） 

・指定管理者が行う業務に対する評価の基準 

令和8年7月7日（火）～ 

 ②-1公募要項等の説明会（開場：釧路） 令和 8年 7月 13日（月） 

 ②-2公募要項等の説明会（開場：帯広） 令和 8年 7月 14日（火） 

 ②-3公募要項等の説明会（開場：旭川） 令和 8年 7月 15日（水） 

 ②-4公募要項等の説明会（開場：網走） 令和 8年 7月 16日（木） 

 ②-5公募要項等の説明会（開場：函館） 令和 8年 7月 22日（水） 
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 ②-7公募要項等の説明会（開催：札幌） 令和 8年 7月 24日（金） 

 ③ 公募要項等に対する質問受付期間 
令和 8年 7月 7日（火） 

～令和 8年 8月 7日（金） 

 ④ 公募要項等に対する質問への回答公表期間 
令和 8年 8月 14日（金） 

～令和 8年９月 7日（月） 

 ⑤ 申請期間の終了 令和 8年９月 7日（月） 

⑥ 提案内容の審査に係る申請者ヒアリング 

令和 8年 10月 5日（月）

～令和 8年 10月 6日（火） 

（予定） 

⑦ 指定管理者候補者の選定 令和 8年 10月中（予定） 

⑧ 令和８年第４回北海道議会定例会への提案 令和 8年 11月（予定） 

⑨ 議会の議決後に協定を締結 令和 8年 12月（予定） 

⑩ 指定管理者による道営住宅管理業務の開始 令和９年４月１日～ 

 

 ２ 公募要項等の公表等 

  （１）公募要項等の公表 

① 公表方法 

公募要項等は、令和８年（2026年）７月 7日（火）から北海道建設部住宅局住宅課の

ホームページ（以下「ホームページ」という。）に掲載します。 

また、本業務に関する道の問い合わせ先（以下「窓口」という。）は、以下となってい

ます。 

【問い合わせ先】北海道建設部住宅局住宅課住宅管理係 

住所〒060-8588  札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁９階 

ＴＥＬ ０１１－２３１－４１１１（内線２９－５３１） 

ＦＡＸ ０１１－２３２－２６８９ 

電子メールアドレス kensetsu.jutaku1@pref.hokkaido.lg.jp 

北海道建設部住宅局住宅課ホームページアドレス 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/index.html 

  （２）公募要項等の説明会 

    公募要項等の内容について、次により説明会を開催します。 
開 催 日 時 開 催 場 所 

令和８年７月 13日 
14:00～15:00 

〒085-8588 北海道釧路市浦見 2丁目 2番 54号 
釧路総合振興局２階会議室 

令和８年７月 14日 
9:30～10:30 

〒080-8588 北海道帯広市東 3条南 3丁目１番地 
十勝総合振興局４階 D会議室 

令和８年７月 15日 
10:00～11:00 

〒079-8613 北海道旭川市永山６条 19丁目 1番 1号 
上川総合振興局１階１０３会議室 

令和８年７月 16日 
10:00～11:00 

〒093-8585 北海道網走市北 7条西 3丁目 
オホーツク総合振興局 3階講堂 

令和８年７月 22日 
14:00～15:00 

〒041-8558 北海道函館市美原 4丁目 6番 16号 
渡島総合振興局 3階入札室 

令和８年７月 24日 
10:00～12:00 

〒060-8588 北海道札幌市中央区北 3条西 6丁目 
北海道庁１０階 A会議室 

【web会議 URL】招待 URLは申込み確認後お知らせいたします。 

① 参加者 

参加者は、本業務に申請予定の法人その他の団体（以下「団体」という。）とし、１団

体２名までとします。なお、参加者の団体名等は公表しません。 

参加を希望する場合は「公募要項等説明会参加申込書（別紙３）」に所要の事項を記入

し、令和８年７月 10日（金）までにＦＡＸ又は電子メールにより申し込むものとします。
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なお、電話での申込みは受け付けません。 

② 資料の事前ダウンロード 

説明会に参加する場合は、ホームページから公募要項等を説明会当日までにダウンロ 

ードをお願いします。ダウンロードする資料は別紙４のとおりです。 

 

  （３）公募要項等への質問及び回答 

① 質問の受付 

ア 公募要項等について質問がある場合は「別紙５（公募要項等質問書）」に記入の上、 

「ウ」の受付期間内に窓口への郵送又は電子メールにより提出するものとします。 

なお、電話での問い合わせにはお答えできません。 

イ １件の質問に対し、１枚の用紙を使用してください。 

ウ 受付期間は令和８年（202６年）７月 7日（火）から令和８年（202６年）8月 7日

（金）の午後 5時までとします。 

受付は、受付開始日の午前９時から受付終了日の午後５時までに窓口のメールアドレ

スにおいて受信したものを有効とします。 

② 質問に対する回答 

受け付けた質問に対する回答は、ホームページにおいて令和８年（202６年）8月 14

日（金）から公表します。なお、回答に当たっては、質問を行った団体名は公表しませ

ん。 

また、質問に該当しないと判断した場合は、回答しないことがあります。 

 

第６ 審査及び指定管理者候補者の選定 

 １ 選定委員会の設置 

  （１）本業務における指定管理者の候補者を選定するため、あらかじめ選定委員会を設置します。 

  （２）庶務を処理するため、建設部住宅局住宅課内に事務局を設置します。 

  （３）選定委員会は、申請者のうち申請資格の要件を満たす者を対象として、「選定基準」に基 

づき審査を行い、指定管理者の候補者として最適な団体を選定して、審査の経過とともに道

に報告します。 

  （４）申請予定者は、本業務の指定管理者が指定されるまでの期間、選定委員との接触を禁止し

ます。 

【選定委員会委員】 

委員長 片桐 由喜 小樽商科大学商学部 教授 

副委員長 野村 理恵 北海道大学大学院工学研究院 准教授 

委員 寺田 晃治 北海道建設業協会建築委員会 副委員長 

委員 佐藤 国雄 北海道宅地建物取引業協会 専務理事 

委員 櫻田 周 北海道社会福祉協議会 副部会長 

 

 ２ 審査等の方法 

申請団体から提出された申請書について、申請資格及び欠格事項、必須項目、管理経費（以下 

「申請資格等」という。）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について 

提案内容の審査を行い、最優秀候補者及び優秀候補者（次点）を選定します。 

なお、審査の方法等は「選定基準」をご覧ください 

  （１）必須項目 

申請団体は次に示す必須項目の要件を満たすものとし、満たさない場合は失格となります。 

① 当該団体が業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等に違反したことによ

り、当該法令等の規定による罰則処分を現に受けていない団体であること。 
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② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対

法」という。）第２条第２号の規定に該当しない団体であること。 

③ 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）に暴対法第２条第６

号の規定に該当する者が就任していない団体であること。 

④ 公租公課に滞納がない団体であること。 

⑤ 健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行している団体であること。（加 

入義務がない場合を除く。） 

  （２）不適格団体への通知 

選定委員会は、申請資格等が不適格で失格となった団体に対し、失格の理由を付して通知し 

ます。 

  （３）提案内容の審査 

選定委員会の委員は、選定基準に基づき、次により総合的な評価、審査を実施し候補者の 

選定を行います。 

① 審査内容 

ア 管理経費に関すること。 

イ 道内中小企業等の支援に関すること。 

ウ 基礎的な業務に関すること。 

エ 利用者へのサービスに関すること。 

② ヒアリング 

提案内容の審査に当たっては、申請者に対してヒアリングの実施を予定しています。 

ア 実施時期 令和８年（2026年）10月 5日（月）～6日（火） 

※申請者数によっては、日数が短縮される場合があります。 

イ 実施場所 申請者（代表団体）に別途通知します。 

 

 ３ 指定管理者の選定及び指定 

選定委員会は、道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領第５条に定める方法により 

最適な候補者を決定します。なお、選定委員会が指定管理者として適格な候補者を選定しがたい 

と認めた場合は、候補者を選定しないことがあります。 

また、議会へ提案するまでに最優秀候補者が資格要件等を失った場合は、優秀候補者を最優秀 

候補者とします。 

道は、最優秀候補者として選定された候補者を、令和８年第４回北海道議会定例会における

議決を経て指定管理者として指定します。 

 

 ４ 審査結果等の公表 

道は、当該業務の候補者を選定したときは、すべての申請者に対し審査結果を通知するととも 

に、議会の議決を経て指定管理者を指定したときは、審査の経過、選定の結果及び指定の結果を 

ホームページ等において公表します。 

 

 ５ 協定の締結 

  （１）協定書に基づき道が支払う管理経費は、申請により提示された額とします。 

  （２）道と指定管理者は、条例又は規則に定めのない細目的事項について協議を行い、協定を締 

結します。なお、締結する協定の内容は「協定書（案）」のとおりとします。 

 

第７ 公租公課 

指定管理者は、法人税や事業所税などが課税される場合がありますので、必要に応じ、管轄の 
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市町、税務署等の関係機関に確認してください。 

 

第８ その他の事項 

 １ 業務の継続が困難になった場合等の措置  

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに道 

に報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。 

  （１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

    指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又はそのおそ

れが生じた場合には、道は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善

策の提出及び実施を求めることができます。 

また、指定管理者がその期間内に改善することができなかった場合等には、道は指定管理

者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命じることができるものとします。 

  （２）指定が取り消された場合等の賠償 

    上記（１）により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止され

た場合、指定管理者は、道に生じた損害を賠償しなければなりません。 

  （３）不可抗力等による場合 

    不可抗力その他道又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、業務の継続

が困難となった場合、道と指定管理者は、業務継続の可否等について協議を行い、継続が困

難と判断した場合、道は指定管理者の指定の取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止

を命じることができるものとします。 

 

 ２ 不正な働きかけを受けた場合等の対応  

指定手続に係る業務に従事する職員や選定委員から、自らを有利に、または不利にするよう 

な不正な働きかけを受けた場合、その他、公正な手続を妨げる行為についての情報があった場 

合は、速やかに、次の北海道指定管理者制度総合相談窓口に通報してください。 

 【北海道指定管理者制度総合相談窓口】 

  北海道総務部イノベーション推進局行政マネジメント推進課 

  電話番号：011-204-5002（直通）  

  ※午前８時 45分～午後５時 30分（土日祝及び 12月 29日から１月３日までを除く） 

  Mail：somu.gyokaku1@pref.hokkaido.lg.jp 

 

 ３ その他の協議すべき事項  

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、道及び指定管理者双方が誠意を持って協議 

するものとします。 
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別紙１（リスク分担表） 

段階 種類 内容 
負担者 

道
 

指定管理者 

共通 

法令の変更 

広く事業者一般を対象とした法令の変更による費用の増加（収入の減少）、

事業の中断等による損害 
 ○

 

指定管理業務に直接関わる法令の変更による費用の増加（収入の減少）、

事業の中断等による損害 
○

 
 

その他の制度変更 

道条例・規則の廃止その他道の行財政運営上の決定に基づく制度変更等に

よる費用の増加（収入の減少）、事業の中断等による損害 
 ○ 

上記のうち、公の施設の廃止その他の指定管理者制度に直接関わる制度変

更等による費用の増加（収入の減少）、事業の中断等による損害 
○  

税制の変更 
新税の創設等による費用の増加（利益の減少）  ○ 

上記のうち、指定管理業務の継続に重大な影響を及ぼすもの 協議事項 

物価・金利・為替レー

トの変動 

物価・賃金水準の変動、インフレ・デフレ、金利変動、為替レートの変動

に伴う費用の増加又は利益の減少 

 

 
○ 

労務単価の著しい変動に伴う費用の増加又は減少 協議事項＊１
 

賃金水準の変動 賃金水準の変動に伴う費用の増加又は減少 協議事項＊２
 

資金調達 資金調達ができなくなったことによる指定管理業務の中断等  ○
 

事業の中止・延期 

施設設置の瑕疵や経年劣化による施設の損壊等、施設の改築・移転、大規

模修繕の実施等による事業の中断による遅延・中止 
○  

指定管理者の事業放棄・破綻による事業中止・延期  ○
 

指定管理業務の開始・継続に要する許認可等が取得・更新されないことに

よる事業の中止・延期 
 ○

 

上記のうち、道が取得すべき許認可が取得・更新されないことによる事業

の中止・延期 
○

 
 

申請段階 

申請コスト 申請コストの負担  ○ 

書類の瑕疵 
道が作成・公表した公募要項等の瑕疵による損害 ○  

申請者が作成・提出した申請書類等の瑕疵による損害  ○
 

準備段階 引継コスト 施設運営の引継コストの負担  ○ 

管理運営段

階 

施設の損壊等による

修繕、事業の中断 

通常の使用による施設・設備・外構・備品の損傷に伴う維持管理・補修費

用の増加等 
 ○

 

日常的な維持管理の瑕疵に基づく維持管理・補修費用の増加等  ○
 

天災その他不可抗力による施設、設備の損壊による損害、事業の中断等 協議事項
 

法令改正により必要となった施設の修繕等に係る費用の増加、業務の中断

等（施設利用者の生命身体の安全確保を目的として施設躯体の改修が必要

となった場合） 

○
 

 

上記以外の法令改正により必要となった施設・設備・外構の維持補修  ○
 

不可抗力による事業の中断 天災その他不可抗力による事業中止等 協議事項
 

社会経済情勢の変化 
利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの誤りその他の事由による経

営不振 

 

 
○

 

住民対応 
道営住宅の指定管理者制度導入に対する住民反対運動や訴訟 ○

 
 

指定管理者が適切に管理すべき業務に関する苦情等  ○
 

＊１ 労務単価について、公募時から、別紙に示す単価等に±10%を超える変動があった場合、各費目毎の当該

年度予算積算額に、±10％を超えた部分を乗じた額を限度として、次年度の負担金額の変更について協議を

行うこととします。 
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※例：基準年対比で 12%変動があった場合 →２％×Ａ（予算額）＝上限額 

＊２ 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する者の人件費について、毎年度北海道人事委員会が「職員

の給与等に関する勧告」に基づき算出した一般行政職の平均年収に変動があった場合、当該年度の人件費予

算積算額に、変動率を乗じた額を限度として、次年度の負担金額の変更について協議を行うこととします。 

なお、増加の協議を行う場合は、指定管理業務に従事する職員等の賃上げなど、賃金改善に資することを

前提とします。 

リスク分担表別紙 

区分 指定する指数又は単価 基準とする時点 

労務単価 建築保全業務労務単価（全国全職種平均値） 令和８年４月 
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別紙２ 
【負担金上限額の積算内訳】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位千円)

夕張市 67,311 3,800 9,500 90 9,410 7,920 1,490 46,408 5,968 0 1,635

岩見沢市 189,102 10,635 26,590 260 26,330 20,800 5,530 129,443 16,664 0 5,770

美唄市 109,762 4,845 12,115 115 12,000 9,705 2,295 79,863 9,679 0 3,260

芦別市 46,427 2,385 5,970 55 5,915 4,950 965 32,408 4,074 0 1,590

赤平市 50,836 3,010 7,530 70 7,460 6,140 1,320 34,344 4,487 0 1,465

三笠市 9,476 1,770 4,425 40 4,385 4,160 225 2,127 829 0 325

滝川市 87,576 5,680 14,200 135 14,065 11,090 2,975 57,114 7,697 0 2,885

砂川市 63,550 3,680 9,200 85 9,115 7,525 1,590 42,840 5,570 0 2,260

深川市 47,632 2,660 6,655 60 6,595 5,345 1,250 32,375 4,167 0 1,775

南幌町 32,456 1,220 3,055 25 3,030 2,370 660 15,801 2,005 9,440 935

沼田町 24,003 1,430 3,575 30 3,545 2,965 580 16,067 2,106 0 825

札幌圏 3,012,707 113,010 376,715 3,725 372,990 289,495 83,495 2,118,865 260,857 47,105 96,155

千歳恵庭圏 115,406 4,645 11,620 110 11,510 9,310 2,200 75,774 9,202 11,220 2,945

小樽市 453,771 19,920 56,915 560 56,355 44,380 11,975 316,218 39,303 7,080 14,335

倶知安町 50,680 2,725 6,820 60 6,760 5,345 1,415 34,703 4,422 0 2,010

岩内町 38,700 2,320 5,800 50 5,750 4,550 1,200 26,215 3,430 0 935

余市町 9,180 1,715 4,290 40 4,250 3,960 290 1,961 794 0 420

室蘭圏 455,168 18,700 53,435 520 52,915 40,615 12,300 317,843 38,995 11,800 14,395

苫小牧市 296,072 14,720 36,810 355 36,455 28,330 8,125 209,178 26,069 0 9,295

浦河町 21,676 1,220 3,055 25 3,030 2,370 660 14,582 1,884 0 935

新ひだか町 34,968 1,935 4,845 45 4,800 3,960 840 23,920 3,068 0 1,200

函館圏 879,293 36,355 103,880 1,025 102,855 80,645 22,210 565,419 70,564 73,455 29,620

木古内町 24,139 1,770 4,425 40 4,385 3,960 425 15,202 2,137 0 605

江差町 52,016 2,875 7,190 65 7,125 5,940 1,185 35,697 4,574 0 1,680

旭川市 437,787 18,775 53,650 525 53,125 41,805 11,320 316,392 38,880 0 10,090

名寄市 65,454 3,580 8,955 80 8,875 7,325 1,550 45,230 5,774 0 1,915

富良野市 26,674 1,515 3,795 35 3,760 2,970 790 17,922 2,322 0 1,120

士別市 21,112 1,140 2,855 20 2,835 2,175 660 14,351 1,831 0 935

留萌市 152,746 7,000 17,510 170 17,340 13,865 3,475 109,874 13,437 0 4,925

苫前町 13,035 710 1,785 10 1,775 1,380 395 8,850 1,130 0 560

稚内市 64,780 3,635 9,095 85 9,010 7,130 1,880 43,245 5,595 590 2,620

北見市 188,597 10,265 25,665 250 25,415 20,005 5,410 129,456 16,536 0 6,675

網走市 233,164 11,125 27,815 270 27,545 22,190 5,355 166,151 20,508 0 7,565

紋別市 47,402 2,695 6,745 65 6,680 5,545 1,135 32,269 4,168 0 1,525

美幌町 36,728 2,205 5,515 50 5,465 4,555 910 24,524 3,224 0 1,260

斜里町 11,367 710 1,785 10 1,775 1,380 395 7,332 980 0 560

遠軽町 13,135 920 2,300 15 2,285 1,780 505 8,075 1,125 0 715

帯広圏 496,215 21,360 61,040 600 60,440 47,550 12,890 316,988 39,937 39,235 17,655

鹿追 8,033 1,652 4,140 40 4,100 3,960 140 1,330 711 0 200

釧路圏 468,371 18,760 53,600 525 53,075 41,805 11,270 341,238 41,358 0 13,415

根室市 86,661 4,095 10,245 95 10,150 8,120 2,030 61,822 7,614 0 2,885

中標津町 47,557 3,110 7,775 70 7,705 6,335 1,370 30,578 4,144 0 1,950

外部委託費(L) 消費税(J)

直接人件費（F） 直接物品費（G）

修繕費(H) 設備更新費（K）

直接業務費（E）
（F＋G)

一般管理費(B)
（C×○％）

区分
負担金上限額（A）

（B+C+H＋J+K＋L） 業務原価(C）
（D+E）

業務管理費(D）
（E×1%）
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【負担金上限額を構成する経費の内容】 

経費の名称 経費の内容 備考 

Ａ負担金上限額 B一般管理費+ H修繕等+I消費税+J外部委託費  

B一般管理費 

 指定管理者が法人等を継続的に維持運営するのに必要な直接業務

費及び業務管理費以外の費用で、一般管理費（営業費を含む）及び営

業利益に相当する費用 

 C業務原価×一般管理費率（３０％～４０％） 

 

C業務原価 D業務管理費＋E直接業務費   

D業務管理費 
 指定管理者が、公の施設の現場において業務を管理するために必要

な直接業務費以外の費用 

E直接業務費×管理費率（１％） 

 

E直接業務費 F直接人件費+G直接物品費  

F直接人件費 
公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等（臨時雇

用を含む。）がその労働力を消費することによって発生する費用で、

当該従業員等の給料手当賞与、賃金等に相当するもの 

単価に必要数量を乗

じて積算 

G直接物品費 
 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等が、当該

業務を行うのに必要な物品等を消費し、又は使用することによって発

生する費用 

単価に必要数量を乗

じて積算 

H修繕費 
 住宅及び駐車場の維持管理に必要となる費用 積上げ及び単価に必

要数量を乗じて積算 

J消費税 （B一般管理費＋C業務原価＋修繕費）×（税率１０％）  

K設備更新費 
・北海道が設置した給湯器に関する更新費用 

・シルバーハウジング緊急通報機器更新費用 

・緊急通報外部委託費用 

積上げ及び単価に必

要数量を乗じて積算 

L外部委託費 
 道営住宅団地自治会への住宅駐車場管理業務の委託に要する費用 単価に必要数量を乗

じて積算 
注１ 直接人件費及び直接物品費の単価は、市場価格及び実績額を参考として定めています。 
注２ 業務管理費率は指定管理者の業務内容等を勘案して、一般管理費率は業務原価の規模等に応じてそれぞれ

公の施設ごとに定めています。 
注３ K設備更新費の給湯器に関する更新については、過去に個別更新している場合もありますので、更新作業に 

あたっては事前に現地調査が必要となる場合があります。 
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別紙３（公募要項等説明会参加申込書）

 

ＦＡＸ送信票
 

宛先：北海道建設部住宅局住宅課住宅管理係 行き 

ＦＡＸ：０１１－２３２－２６８９ 

※会場や資料の準備のため、令和 8年（2026年）７月 10日（金）午後５時までにご送 

信ください。 

 

令和 年 月 日 

道営住宅等の指定管理者  

公募要項等説明会参加申込書 

 

 

 団体名 

 

 

 

 

参 加 希 望 

会       場 

(参加を希望

される欄の下

段に○を記入

して下さい） 

釧   路 

7月13日(月) 

14:00～

15:00 

帯   広 

7月1４日(火) 

 9:30～

10:30 

上   川 

7月1５日(水) 

10:00～

11:00 

網   走 

7月1６日(木) 

10:00～

11:00 

函   館 

7月22日(水) 

14:00～

15:00 

札   幌 

7月24日(金) 

10:00～

12:00 

札幌（web） 

7月24日(金) 

10:00～

12:00 

       

参加者 

氏名 

（申込み窓口） 

部署名 

役職名 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

部署名 

役職名 

 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

 

参加用アカウント名 

（Web会議参加者のみ） 

 

 

 

 

電話 
（申込み窓口） 

（    ）    － 

ＦＡＸ
 
（    ）    －

 

E-mail 
 

※ 参加者人数は１団体につき２名以内とさせていただきます。 
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別紙４（公表資料） 

資 料 名 

① 道営住宅等の指定管理者公募要項                         

② 対象施設                   

③ 業務の範囲            

④ 道営住宅等の管理に関する協定書（案）                         

⑤ 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書                                         

⑥ 指定管理者申請様式集          

⑦ 道営住宅等の指定管理者候補者選定基準             

⑧ 指定管理者が行う業務に対する評価の基準                   

参考資料  

 

 

 

 

 

 

 

法律 
 公営住宅法 

 所得税法等の関係法令 

条例・規則 

 北海道営住宅条例及び同施行規則 

 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例及び同施行規則 

 北海道暴力団の排除の推進に関する条例及び同施行規則 

 個人情報の保護に関する法律 

 北海道情報公開条例  

要綱等 

 道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等 

 道営住宅入居者のしおり 住まいのハンドブック 

 地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟な活用に関する提案募集要項 

※ 資料については、公募期間の令和 8年（2026年）7月 7日（火）～令和 8年（2026年） 

9月 7日（月）までホームページに掲載しております。 

 

※ 参考資料の「所得税法等の関係法令」及び「道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等」に

ついて、個々の法令名等は協定書（案）別記２「関係法令等」をご覧ください。 

 

※ 説明会に持参する資料は①から⑧までとします。 
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別紙５（公募要項等質問書） 

 

年  月  日 

道営住宅等の指定管理者 

公 募 要 項 等 質 問 書  

 

道営住宅指定管理者業務の公募要項等について、次のとおり質問書を提出します。  

団 体 名  

所 在 地  

部 署 
 

 

担当者指名 
 

 

電話番号 
 

 

FAX番号 
 

 

質問タイトル  

公募要項等の

該 当 箇 所 
文書・資料名 （○P ○項○の○の○） 

内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 簡潔かつ具体的に記入してください。 

注２ 質問は、様式１枚につき１件とします。 

注３ 質問については、個別にはお答えしません。 


